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議案第５２号 

 

   太田市教育委員会教育長任命の同意について 

太田市教育委員会教育長恩田由之は、令和５年５月３１日任期満了

になるため、その後任に次の者を任命したいので、地方教育行政の組

織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第１項

の規定により、議会の同意を求める。 

 

  令和５年５月１８日提出 

 

                 太田市長 清 水 聖 義 

 

１ 住  所   

２ 氏  名   

３ 生年月日   
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議案第５３号 

 

   太田市監査委員選任の同意について 

太田市監査委員星野一広は、令和５年４月２５日任期満了になった

ため、その後任に次の者を選任したいので、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第１９６条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

 

  令和５年５月１８日提出 

 

                 太田市長 清 水 聖 義 

 

１ 住  所   

２ 氏  名   

３ 生年月日   
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議案第５４号 

 

令和４年度太田市一般会計補正予算（第１０号）についての専

決処分について 

令和４年度太田市一般会計補正予算（第１０号）について、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次

のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により、報告し承認を

求める。 

 

令和５年５月１８日提出 

 

太田市長 清 水 聖 義 

 

専決処分書 

令和４年度太田市一般会計補正予算（第１０号）について、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次

のとおり専決処分する。 

 

令和５年３月３１日 

 

太田市長 清 水 聖 義 

 

令和４年度太田市一般会計補正予算（第１０号）について 別冊 
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議案第５５号 

 

令和４年度太田市国民健康保険特別会計補正予算（第３号）に

ついての専決処分について 

令和４年度太田市国民健康保険特別会計補正予算（第３号）につい

て、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定

により、次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により、報

告し承認を求める。 

 

令和５年５月１８日提出 

 

太田市長 清 水 聖 義 

 

専決処分書 

令和４年度太田市国民健康保険特別会計補正予算（第３号）につい

て、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定

により、次のとおり専決処分する。 

 

令和５年３月３１日 

 

太田市長 清 水 聖 義 

 

令和４年度太田市国民健康保険特別会計補正予算（第３号）につい

て 別冊 
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議案第５６号 

 

令和４年度太田市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）

についての専決処分について 

令和４年度太田市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）につ

いて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規

定により、次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により、

報告し承認を求める。 

 

令和５年５月１８日提出 

 

太田市長 清 水 聖 義 

 

専決処分書 

令和４年度太田市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）につ

いて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規

定により、次のとおり専決処分する。 

 

令和５年３月３１日 

 

太田市長 清 水 聖 義 

 

令和４年度太田市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）につ

いて 別冊 
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議案第５７号 

 

令和４年度太田市八王子山墓園特別会計補正予算（第２号）に

ついての専決処分について 

令和４年度太田市八王子山墓園特別会計補正予算（第２号）につい

て、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定

により、次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により、報

告し承認を求める。 

 

令和５年５月１８日提出 

 

太田市長 清 水 聖 義 

 

専決処分書 

令和４年度太田市八王子山墓園特別会計補正予算（第２号）につい

て、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定

により、次のとおり専決処分する。 

 

令和５年３月３１日 

 

太田市長 清 水 聖 義 

 

令和４年度太田市八王子山墓園特別会計補正予算（第２号）につい

て 別冊 
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議案第５８号 

 

令和４年度太田市介護保険特別会計補正予算（第４号）につい

ての専決処分について 

令和４年度太田市介護保険特別会計補正予算（第４号）について、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定によ

り、次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により、報告し

承認を求める。 

 

令和５年５月１８日提出 

 

太田市長 清 水 聖 義 

 

専決処分書 

令和４年度太田市介護保険特別会計補正予算（第４号）について、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定によ

り、次のとおり専決処分する。 

 

令和５年３月３１日 

 

太田市長 清 水 聖 義 

 

令和４年度太田市介護保険特別会計補正予算（第４号）について 別

冊 
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議案第５９号 

 

令和４年度太田市太陽光発電事業特別会計補正予算（第２号）

についての専決処分について 

令和４年度太田市太陽光発電事業特別会計補正予算（第２号）につ

いて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規

定により、次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により、

報告し承認を求める。 

 

令和５年５月１８日提出 

 

太田市長 清 水 聖 義 

 

専決処分書 

令和４年度太田市太陽光発電事業特別会計補正予算（第２号）につ

いて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規

定により、次のとおり専決処分する。 

 

令和５年３月３１日 

 

太田市長 清 水 聖 義 

 

令和４年度太田市太陽光発電事業特別会計補正予算（第２号）につ

いて 別冊 
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議案第６０号 

 

太田市市税条例の一部を改正する条例についての専決処分に

ついて 

 太田市市税条例の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり専

決処分したので、同条第３項の規定により、報告し承認を求める。 

 

  令和５年５月１８日提出 

 

                 太田市長 清 水 聖 義 

 

専決処分書 

 太田市市税条例の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり専

決処分する。 

 

令和５年３月３１日 

 

                 太田市長 清 水 聖 義 

 

太田市市税条例の一部を改正する条例 

太田市市税条例（平成１７年太田市条例第７５号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 附則第８条第１項中「令和６年度」を「令和９年度」に改める。 

 附則第１０条中「、第６３条又は第６４条」を「又は第６３条」に、

「、第６３条若しくは第６４条」を「若しくは第６３条」に改める。 

 附則第１０条の２第３項中「附則第１５条第２６項第１号イ」を「附
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則第１５条第２５項第１号イ」に改め、同条第４項中「附則第１５条

第２６項第１号ロ」を「附則第１５条第２５項第１号ロ」に改め、同

条第５項中「附則第１５条第２６項第１号ハ」を「附則第１５条第２

５項第１号ハ」に改め、同条第６項中「附則第１５条第２６項第１号

ニ」を「附則第１５条第２５項第１号ニ」に改め、同条第７項中「附

則第１５条第２６項第２号イ」を「附則第１５条第２５項第２号イ」

に改め、同条第８項中「附則第１５条第２６項第２号ロ」を「附則第

１５条第２５項第２号ロ」に改め、同条第９項中「附則第１５条第２

６項第２号ハ」を「附則第１５条第２５項第２号ハ」に改め、同条第

１０項中「附則第１５条第２６項第３号イ」を「附則第１５条第２５

項第３号イ」に改め、同条第１１項中「附則第１５条第２６項第３号

ロ」を「附則第１５条第２５項第３号ロ」に改め、同条第１２項中「附

則第１５条第２６項第３号ハ」を「附則第１５条第２５項第３号ハ」

に改め、同条第１３項中「附則第１５条第３３項」を「附則第１５条

第３２項」に改め、同条第１４項中「附則第１５条第３４項」を「附

則第１５条第３３項」に改め、同条第１５項中「附則第１５条第４３

項」を「附則第１５条第４２項」に改め、同条第１６項中「附則第１

５条第４４項」を「附則第１５条第４３項」に改め、同条第１８項を

削る。 

 附則第１０条の３第１２項中「附則第７条第１３項」を「附則第７

条第１７項」に改める。 

 附則第１５条の２を削り、附則第１５条の２の２を附則第１５条の

２とし、附則第１５条の２の３を附則第１５条の２の２とする。 

 附則第１５条の６第３項を削る。 

 附則第１６条第１項中「第８項」を「第４項」に改め、同条第２項

中「令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間」を「令和４

年４月１日から令和８年３月３１日までの間」に、「令和３年度分」を

「、当該初回車両番号指定を受けた日の属する年度の翌年度分」に改
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め、同条第３項から第６項までを削り、同条第７項中「附則第３０条

第７項」を「附則第３０条第３項」に、「３輪以上のガソリン軽自動車」

を「３輪以上の法第４４６条第１項第３号に規定するガソリン軽自動

車（以下この項及び次項において「ガソリン軽自動車」という。）」に

改め、「、当該ガソリン軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月

３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和４年度分の

軽自動車税の種別割に限り」を削り、「令和５年３月３１日」を「令和

８年３月３１日」に、「令和５年度分」を「、当該初回車両番号指定を

受けた日の属する年度の翌年度分」に、「第３項の表の左欄に掲げる同

条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句」を「同条第２号イ（ロ）中「３，９００円」とあるのは「２，

０００円」と、同号イ（ハ）ａ中「６，９００円」とあるのは「３，

５００円」」に改め、同項を同条第３項とし、同条第８項中「附則第３

０条第８項」を「附則第３０条第４項」に改め、「、当該ガソリン軽自

動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車両

番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り」

を削り、「令和５年３月３１日」を「令和７年３月３１日」に、「令和

５年度分」を「、当該初回車両番号指定を受けた日の属する年度の翌

年度分」に、「第４項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲

げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句」を「同条第２号イ（ロ）

中「３，９００円」とあるのは「３，０００円」と、同号イ（ハ）ａ

中「６，９００円」とあるのは「５，２００円」」に改め、同項を同条

第４項とする。 

 附則第１６条の２第１項中「第８項」を「第４項」に改める。 

附則第１７条の２第１項及び第２項中「令和５年度」を「令和８年

度」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 
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第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第２条 次項に定めるものを除き、この条例による改正後の太田市市

税条例（以下「新条例」という。）の規定中固定資産税に関する部分

は、令和５年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和４

年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 令和３年４月１日から令和５年３月３１日までの期間（以下この

項において「適用期間」という。）内に地方税法等の一部を改正する

法律（令和３年法律第７号）附則第１条第４号に掲げる規定による

改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）附則第６４条に規

定する中小事業者等（以下この項において「中小事業者等」という。）

が取得（同条に規定する取得をいう。以下この項において同じ。）を

した同条に規定する特例対象資産（以下この項において「特例対象

資産」という。）（中小事業者等が、同条に規定するリース取引（以

下この項において「リース取引」という。）に係る契約により特例対

象資産を引き渡して使用させる事業を行う者が適用期間内に取得

をした同条に規定する先端設備等に該当する特例対象資産を、適用

期間内にリース取引により引渡しを受けた場合における当該特例

対象資産を含む。）に対して課する固定資産税については、なお従前

の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第３条 令和元年１０月１日から令和３年１２月３１日までの間に取

得されたこの条例による改正前の太田市市税条例附則第１５条の

２及び第１５条の６第３項に規定する３輪以上の軽自動車に対し

て課する軽自動車税の環境性能割については、なお従前の例による。 

２ 新条例附則第１６条の規定は、令和５年度以降の年度分の軽自動

車税の種別割について適用し、令和４年度分までの軽自動車税の種

別割については、なお従前の例による。 
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議案第６１号 

 

   太田市都市計画税条例の一部を改正する条例についての専決処   

分について      

 太田市都市計画税条例の一部を改正する条例について、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のと      

おり専決処分したので、同条第３項の規定により、報告し承認を求め

る。 

   

  令和５年５月１８日提出 

 

                 太田市長 清 水 聖 義 

 

   専決処分書 

 太田市都市計画税条例の一部を改正する条例について、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のと

おり専決処分する。 

 

  令和５年３月３１日 

 

                 太田市長 清 水 聖 義 

 

太田市都市計画税条例の一部を改正する条例 

太田市都市計画税条例（平成１７年太田市条例第７６号）の一部を

次のように改正する。 

附則第４項（見出しを含む。）中「附則第１５条第３３項」を「附則

第１５条第３２項」に改める。 

附則第５項（見出しを含む。）中「附則第１５条第３４項」を「附則
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第１５条第３３項」に改める。 

附則第６項（見出しを含む。）中「附則第１５条第４４項」を「附則

第１５条第４３項」に改める。 

附則第１７項中「第１０項、第１４項から第１８項まで、第２０項、

第２１項、第２５項、第２８項、第３２項から第３６項まで、第３９

項、第４０項若しくは第４４項」を「第９項、第１３項から第１７項

まで、第１９項、第２０項、第２４項、第２７項、第３１項から第３

５項まで、第３８項、第３９項、第４３項若しくは第４６項」に改め

る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の太田市都

市計画税条例（以下「新条例」という。）の規定は、令和５年度以後

の年度分の都市計画税について適用し、令和４年度分までの都市計

画税については、なお従前の例による。 

３ この条例の施行の日から地域公共交通の活性化及び再生に関する

法律等の一部を改正する法律（令和５年法律第 号）附則第１条第

２号に掲げる規定の施行の日の前日までの間における新条例附則

第１７項の規定の適用については、同項中「、第４３項若しくは第

４６項」とあるのは、「若しくは第４３項」とする。 



15 

議案第６２号 

 

   太田市印鑑条例の一部を改正する条例についての専決処分につ

いて 

 太田市印鑑条例の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり専

決処分したので、同条第３項の規定により、報告し承認を求める。 

 

  令和５年５月１８日提出 

 

太田市長 清 水 聖 義 

 

   専決処分書 

 太田市印鑑条例の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり専

決処分する。 

 

令和５年４月２８日 

 

太田市長 清 水 聖 義 

 

太田市印鑑条例の一部を改正する条例 

 太田市印鑑条例（平成１７年太田市条例第１５号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第１７条第１項中「利用者証明用電子証明書」を「個人番号カード

用利用者証明用電子証明書」に改め、「個人番号カードをいう。）」の次

に「又は移動端末設備用利用者証明用電子証明書（電子署名等に係る

地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律第３５条の２
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第１項に規定する移動端末設備用利用者証明用電子証明書をいう。）が

記録された移動端末設備（電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）

第１２条の２第４項第２号ロに規定する移動端末設備をいう。）」を加

える。 

   附 則 

 この条例は、令和５年５月１１日から施行する。 
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議案第６３号 

 

太田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例についての専決処分につ

いて 

太田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり専決処分し

たので、同条第３項の規定により、報告し承認を求める。 

 

令和５年５月１８日提出 

 

太田市長 清 水 聖 義 

 

専決処分書 

太田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり専決処分す

る。 

 

令和５年３月３０日 

 

太田市長 清 水 聖 義 

 

太田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例 

 太田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定め 

る条例（平成２６年太田市条例第３３号）の一部を次のように改正す 
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る。 

第７条の次に次の２条を加える。 

（安全計画の策定等） 

第７条の２ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保を図

るため、放課後児童健全育成事業所ごとに、当該放課後児童健全育

成事業所の設備の安全点検、職員、利用者等に対する事業所外での

活動、取組等を含めた放課後児童健全育成事業所での生活その他の

日常生活における安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他放

課後児童健全育成事業所における安全に関する事項についての計

画（以下この条において「安全計画」という。）を策定し、当該安全

計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、安全計画について周

知するとともに、前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければな

らない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保に関して保護

者との連携が図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組

の内容等について周知しなければならない。 

４ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に安全計画の見直しを行い、

必要に応じて安全計画の変更を行うものとする。 

（自動車を運行する場合の所在の確認） 

第７条の３ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の事業所外での活

動、取組等のための移動その他の利用者の移動のために自動車を運

行するときは、利用者の乗車及び降車の際に、点呼その他の利用者

の所在を確実に把握することができる方法により、利用者の所在を

確認しなければならない。 

第１３条の次に次の１条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

第１３条の２ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事
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業所ごとに、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する

支援の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の

業務再開を図るための計画（以下この条において「業務継続計画」

という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずるよ

う努めなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、業務継続計画につい

て周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施するよう

努めなければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを

行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うよう努めるものとす

る。 

第１４条第２項中「必要な措置を講ずる」を「、職員に対し、感染

症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予

防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施する」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （安全計画の策定等に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、改正後の

第７条の２の規定の適用については、同条第１項中「講じなければ」

とあるのは「講ずるよう努めなければ」と、同条第２項中「実施し

なければ」とあるのは「実施するよう努めなければ」と、同条第３

項中「周知しなければ」とあるのは「周知するよう努めなければ」

とする。 
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議案第６４号 

 

   太田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例についての専

決処分について 

 太田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次

のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により、報告し承認を

求める。 

 

  令和５年５月１８日提出 

 

                 太田市長 清 水 聖 義 

 

専決処分書 

 太田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次

のとおり専決処分する。 

 

  令和５年３月３１日 

 

                 太田市長 清 水 聖 義 

 

太田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 太田市国民健康保険税条例（平成２２年太田市条例第１３号）の一

部を次のように改正する。 

第３条第３項ただし書中「２０万円」を「２２万円」に改める。 

第２８条第１項中「２０万円」を「２２万円」に改め、同項第２号

中「２８万５，０００円」を「２９万円」に改め、同項第３号中「５
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２万円」を「５３万５，０００円」に改める。 

附則第５項中「第２８条第１項」を「第２８条」に、「同条第１項第

１号」を「同条第１項」に改め、「と、同条第１項第２号及び第３号中

「法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及び」とあるのは「法

第７０３条の５第１項に規定する総所得金額（所得税法第３５条第３

項に規定する公的年金等に係る所得については、同条第２項第１号の

規定によって計算した金額から１５万円を控除した金額によるものと

する。）及び」」を削る。 

附則第６項、第７項、第９項から第１２項まで、第１５項及び第１

６項中「第２８条第１項の」を「第２８条の」に改める。 

附則第２０項中「令和５年３月３１日までの間に」を「令和５年５

月３１日までの間に」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ 改正後の太田市国民健康保険税条例の規定は、令和５年度以後の

年度分の国民健康保険税について適用し、令和４年度分までの国民

健康保険税については、なお従前の例による。 
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議案第６５号 

 

   太田市介護保険条例の一部を改正する条例についての専決処分

について 

 太田市介護保険条例の一部を改正する条例について、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり

専決処分したので、同条第３項の規定により、報告し承認を求める。 

 

  令和５年５月１８日提出 

 

太田市長 清 水 聖 義 

 

専決処分書 

 太田市介護保険条例の一部を改正する条例について、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

令和５年３月３１日 

 

太田市長 清 水 聖 義 

 

   太田市介護保険条例の一部を改正する条例 

 太田市介護保険条例（平成１７年太田市条例第１７１号）の一部を

次のように改正する。 

附則第５条第３項中「令和５年３月３１日までの間に」を「令和５

年６月３０日までの間に」に改める。 

附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 


